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初任者研修について

Ⅰ　初任者研修制度の概要

１　初任者研修の趣旨
　新任教員の時期は、これまでに学んだ知識や理論を学校教育活動で実践していく最初の段階で

あり、また教職への自覚を高めるとともに、円滑に教育活動に入り、可能な限り自立して教育活

動を展開していく素地をつくる上で極めて大切な時期である。この時期に、組織的、計画的に研

修を実施し、実践的指導力や教員としての使命感を高めることは、現職研修の第一段階として必

要不可欠であり、その後の教員としての職能成長に欠くことができないものである。

２　初任者研修制度
　初任者研修制度は、臨時教育審議会の「教育改革に関する第二次答申」（昭和６１年４月２３日）で、

教員の資質向上策の一環としてその創設が提言された。答申では、教員の資質能力の一層の向上

を求めて、①教員養成・免許制度の改善　②教員採用の改善　③初任者研修制度の創設　④現職

研修の体系化について、それぞれ具体的な改善策が示されている。この中の初任者研修制度の創

設では、「新任教員が円滑に教育活動へ入っていけるように援助することは重要である。このた

め、国公立の小・中・高等学校及び盲・聾・養護学校の新任教員に対して、実践的指導力と使命

感を養うとともに幅広い知見を得させる」とし、その制度の主な柱を三項目示した。

�　新任教員に対し、採用の日から１年間、指導教員の指導の下における教育活動の実務及びそ

の他の研修を義務付ける。

�　新任教員を配置した学校に対しては、特別の指導教員を配置するほか、各都道府県において

は、研修担当指導主事の配置を含め、研修体制の整備を図る。

�　この制度の導入に伴い、教員の条件附採用期間を６か月から１年に延長する。

　これらの提言を基に、教育職員養成審議会は、「教員の資質能力の向上方策等について」の中で、

その具体的な答申をした。この答申を受けて、昭和６３年５月３１日「教育公務員特例法及び地方教育

行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律」（昭和６３年法律第７０号）が公布され、平成

元年度から初任者研修が実施されることになった。

�　初任者研修の目的

　初任者に対して、教育公務員特例法（以下「教特法」という。）第２３条の規定に基づき、現職

教育の一環として、１年間研修を実施し、実践的指導力と使命感を養うとともに幅広い知見を

得させる。

�　初任者研修を実施する機関

　教育公務員の研修は、任命権者が行うことになっており（教特法第２１条第２項）、栃木県教育

委員会が実施する。ただし、宇都宮市（中核市）においては、宇都宮市教育委員会が実施する（地

教行法第５９条）。

�　初任者研修を受ける対象者

　初任者研修の対象となるのは、新たに小学校等（公立の小学校、中学校、高等学校、中等教

育学校、特別支援学校及び幼稚園）の教諭等（教諭、助教諭及び講師）になったものである。

　ただし、次の者については、対象外となる。

ア　臨時的に任用された者
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イ　教諭、助教諭又は講師等として国立、公立又は私立の学校において引き続き１年を超える

期間を勤務したことがある者で、任命権者が教諭の職務の遂行に必要な事項についての知識

又は経験の程度を勘案し、初任者研修を実施する必要がないと認める者

ウ　教育職員免許法に規定する特別免許状を有する者

�　初任者研修の内容

　初任者は採用の日から１年間、指導教員その他から指導及び援助を受けながら授業を担当す

るとともに、総合教育センタ一等において計画的、組織的な研修を受ける。

　研修の内容は、児童生徒の教育に直接関係のある学習指導や学級経営、児童生徒理解、児童・

生徒指導等に重点が置かれるが、その他、教材などについての事務処理や教育機器の管理など、

校務全般についての研修を行う。

�　初任者研修の方法

　初任者研修の方法については、初任者が、①授業等教育活動の実務に従事すること　②校内

において、主として指導教員から指導及び助言を受けること　③校外において、総合教育セン

タ一等で研修を受けることの三つがその柱となる。

ア　教育活動の実務の従事について

　初任者は、配置された学校において、教育活動に従事し、研修で学んだことを実践しなが

ら教育力を身に付ける。

イ　校内における研修

　校内における研修は、指導教員を中心に実施され、初任者に対して教諭の職務の遂行に必

要な事項について指導及び助言を行う。

　指導教員を特定し、学校全体の協同的な指導体制の下で研修を推進することにより、責任

ある指導を可能にするとともに、初任者の成長過程に応じた研修が可能になる。指導教員に

よる指導では、特に学習指導、児童・生徒指導についての具体的な事例に基づく研修や、総

合教育センタ一等で行った研修内容の深化・発展といった研修が中心となる。

ウ　校外における研修

　校外における研修は、初任者に共通する課題が基本になる。したがって、校内における研

修では得にくい内容が中心となる。

　内容としては、当面する教育課題、教員としての心構え、公務員としての服務、教育技術

等に関する講義・演習、また、他校種、青少年教育施設、社会福祉施設、文化施設、民間企

業の参観、ボランティア活動への参加等が挙げられる。

�　教員の条件附採用期間

　教員の採用は条件附のものとし、その職において１年を勤務し、その間その職務を良好な成

績で遂行したときに正式採用になる（教特法第１２条）。
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Ⅱ　初任者研修実施要項

栃木県教育委員会

平成６年３月１日決定

平成１７年２月２２日改正

平成１９年２月２２日改正

平成２３年２月２２日改正

平成２５年２月２２日改正

１　目　　的
　初任者研修は、新任の教諭等に対して、教育公務員特例法第２３条の規定に基づき、現職研修の

一環として、一年間の研修を実施し、実践的指導力と使命感を養うとともに幅広い知見を得させ

ることを目的とする。

２　対　　象
�　初任者研修の対象となる新任の教諭等（以下「初任者」という。）は、別に定める。

�　栃木県教育委員会（以下「県教育委員会」という。）又は市町村教育委員会は、その所管する

学校の初任者について、年間研修計画及び年間指導計画に従い、一年間の初任者研修を受けさ

せるものとする。

３　内　　容
　初任者研修の内容は、次のとおりとする。

�　初任者は、原則として、学級（ホームルーム）又は教科・科目を担当するものとする。ただ

し、担当授業時数等校務分掌を軽減することができるものとする。

�　初任者は、校内において指導教員を中心とする指導及び助言による週１０時間以上、年間３００時

間以上の研修を受けるとともに、校外において総合教育センタ一等における月１日以上、年間

２１日以上の研修を受けるものとする。

�　初任者は、２泊３日の宿泊研修を１回受けるものとする。

４　実施協議会
�　県教育委員会は、次の事項について協議を行うため、実施協議会を設置する。

①　年間研修計画

②　その他実施上の諸問題

�　実施協議会は、県教育委員会教育次長（指導担当）を長とする。

５　年間研修計画
�　県教育委員会は、年間研修計画を作成する。

�　年間研修計画においては、第３項に定める事項のほか、校内における指導教員を中心とする

指導及び助言による研修、校外における研修及び宿泊研修の項目及び時期その他必要な事項を

定めるものとする。

�　市町村教育委員会は、県教育委員会が作成する年間研修計画に基づき、地域の実情に配慮し

て、当該市町村における年間研修計画を作成するものとする。
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６　年間指導計画
�　校長は、県教育委員会又は市町村教育委員会が作成する年間研修計画に基づき、教職員組織

や校区の状況等学校の実情に配慮し、指導教員の参画を得て、当該学校における年間指導計画

を作成するものとする。

�　年間指導計画においては、校外における研修との関連に配慮して、指導教員を中心とする指

導及び助言による研修の項目・内容及び時期その他必要な事項を定めるものとする。

　なお、指導教員を中心とする指導及び助言による研修が円滑に実施できるよう、研修の項目

については、できる限り、あらかじめ週時程に組み入れるものとする。この場合、授業研究指

導が十分に行われるように配慮するものとする。

７　指導教員を中心とする校内体制
　初任者研修の方式には、初任者が配置された学校ごとに指導教員を配置する単独校方式と初任

者４人に１人の割合で指導に従事する指導教員を配置する拠点校方式の二つがある。拠点校方式

では、初任者が配置されたすべての学校（特別支援学校においては、学部）にコーディネーター

役の指導教員を位置付ける。

�　単独校方式及び拠点校方式に配置された指導教員は、校長及び教頭の指導の下に、年間指導

計画に従い、初任者に対して指導及び助言を行うものとする。

�　校長及び教頭は、年間指導計画に従い、研修項目に応じて、初任者の指導及び助言に当たる

ものとする。

�　指導教員以外の教員は、校長及び教頭の指導の下に、年間指導計画に従い、指導教員と連携

しつつ、指導教員の職務を補充して、初任者の指導及び助言に当たるものとする。

�　指導教員は、校長、教頭及び指導教員以外の教員による初任者に対する指導及び助言の状況

を把握し、年間を通して系統的、組織的な研修が行われるようにしなければならないものとす

る。

�　校長は、指導教員を援助する学校全体としての協同的な体制を確立するとともに、これを校

務分掌組織に位置付けるものとする。

�　校長は、初任者が校外における研修を受ける間、その授業が指導教員又は必要に応じて指導

教員以外の教員によって適切に行われるように配慮するものとする。

�　コーディネーター役の指導教員は、校長及び教頭の指導の下に、研修が円滑に行われるよう、

拠点校の指導教員や校内の他の教員及び初任者の校外研修時の後補充としての非常勤講師など

との連絡調整を図るものとし、校務分掌組織に位置付けたり、担当授業時数や校務分掌を軽減

するものとする。

８　指導教員
�　指導教員は、初任者の所属する学校の教頭、主幹教諭、教諭又は非常勤講師の中から、原則

として、当該学校の校長の意見を聴いて、当該学校を所管する教育委員会が命じるものとする。

ただし、コーディネーター役の指導教員は、校長が命じるものとする。

�　県教育委員会は、指導教員を命じることができるようにするため、当該学校に対し、教員定

数又は非常勤講師についての措置を講じるものとする。なお、コーディネーター役の指導教員

については、校内の現職教員が当たるものとする。

�　校長は、指導教員による初任者に対する指導及び助言が円滑に実施できるようにするため、

指導教員の担当授業時数等校務分掌を軽減するものとする。特に、拠点校方式の指導教員につ

いては、初任者研修の直接指導が十分に機能できるように「事前準備」「事後処理」の時間が確
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保できるよう配慮するものとする。

９　教科指導員
�　高等学校並びに特別支援学校の高等部においては、初任者に対して教科に係る指導及び助言

を行わせるため、教科指導員を置くことができる。

�　教科指導員は、初任者の所属する学校又はその近隣の学校の教頭、主幹教諭、教諭又は非常

勤講師の中から原則として、当該初任者の所属する学校の校長の意見を聴いて、県教育委員会

が命じるものとする。

�　県教育委員会は、上記�の規定により教科指導員を命じることができるようにするため、非

常勤講師について措置を講じることができる。

�　校長は、教科指導員による初任者に対する指導及び助言が円滑に実施できるようにするため、

必要に応じて、教科指導員の担当授業時数等校務分掌を軽減するものとする。

１０　非常勤講師
（県立学校）

　県教育委員会は、単独校方式の指導教員又は教科指導員を命じることに伴い必要になる非常

勤講師の人数に応じて非常勤講師を任命し、当該指導教員又は教科指導員に係る学校に勤務す

ることを命じるものとする。また、拠点校方式においては、初任者の校外研修時の後補充とし

て非常勤講師を配置することができる。

（市町村立学校）

�　県教育委員会は、単独校方式（１人配置校）の指導教員を命じることに伴い必要になる非常

勤講師の人数に応じて非常勤職員を任命し、市町村教育委員会の求めに応じて、当該非常勤職

員を市町村教育委員会に派遣するものとする。

�　市町村教育委員会は、当該非常勤職員を非常勤職員に任命し、当該指導教員に係る学校に勤

務することを命じるものとする。

�　拠点校方式においては、初任者の校外研修時の後補充として非常勤講師を配置することがで

きる。

１１　校長等連絡協議会及び拠点校指導教員研修会
　県教育委員会は、初任者研修を円滑かつ効果的に実施するため、校長、指導教員及び教科指導

員の連絡協議会及び拠点校の指導教員の研修会を開催するものとする。

１２　年間指導計画書及び指導報告書等
�　校長は、年間指導計画書及び指導報告書を当該学校を所管する教育委員会に提出するものとする。

�　市町村教育委員会は、当該市町村における年間研修計画書及び研修報告書を県教育委員会に

提出するものとする。この場合、市町村教育委員会は、上記�の年間指導計画書及び指導報告

書を添付するものとする。

附則この要項は、平成６年４月１日から実施する。

附則この要項は、平成１７年４月１日から実施する。

附則この要項は、平成１９年４月１日から実施する。

附則この要項は、平成２３年４月１日から実施する。

附則この要項は、平成２５年４月１日から実施する。
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Ⅲ　平成２６年度初任者研修（小・中学校）年間研修計画

　初任者研修の実施方法については、平成１７年度より拠点校方式を主たる方式として実施するよう

になった。

拠点校方式

　初任者４人に１人の割合で指導に従事する指導教員（以下「拠点校指導教員」という。）を配置し、

各学校にコーディネーター役の指導教員（以下「校内指導教員（コーディネーター）」という。）を

置く方式。初任者４人を、１人配置校４校に配置する場合、２人配置校２校に配置する場合、２人

配置校１校と１人配置校２校に配置する場合がある。

※初任者の１割程度については拠点校方式による指導教員の配置が困難な学校を考慮し、非常勤講

師を配置する。（単独校方式の１人配置校とする。）

１　計画作成の方針
　初任者に対して、実践的指導力と使命感を養うとともに幅広い知見が得られるよう、本県の教

育施策やおかれている実情に配慮しながら、研修内容を選択したり研修方法を工夫したりする。

２　対象及び期間
　初任者は、平成２６年度に栃木県教育委員会が採用した小・中学校の教諭とする。ただし、教育

公務員特例法施行令第２条で指定するものを除く。研修期間は、採用の日から１年間とする。

３　実施区分

�　指導教員を中心とする校内研修

　「研修に係わる時間」は、週１０時間以上（年間３００時間以上）　（５　�　④　ウ参照〕

①　総合教育センター等における研修と関連付ける研修

②　学校の実情に基づいて行う研修

�　総合教育センター等における研修 合計２１日

①　総合教育センター研修　･･････････････････････････････････１７日

②　教育事務所研修　････････････････････････････････････････４日

単独校方式（非常勤講師が指導教員の１人配置校）拠点校方式（例:１人配置校、火曜日校外研修の場合）

６５４３２１６５４３２１

指導教員等による研修月拠点校指導教員等による研修月

総合教育センター等での研修火総合教育センター等での研修火

指導教員等による研修水校内指導教員（コーディネー

ター）等による研修

水

通常勤務木木

金金

　週の火曜日に総合教育センター等で校外研
修を実施する。
　他の曜日は指導教員等により校内研修を２
日実施する。

　週の火曜日に総合教育センター等で校外研
修を実施する。
　他の曜日で、１日（例では月曜日）拠点校
指導教員等による校内研修を実施し、残りの
３日の内で校内指導教員（コーディネーター）
等により校内研修を実施する。
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４　研修（小・中学校）の体系
�　指導教員を中心とする校内研修　「研修に係わる時間」は年間３００時間以上（週１０時間以上）

�　総合教育センター等における研修　　２１日

５　指導教員（拠点校指導教員、校内指導教員、非常勤講師の指導教員）を中心
とする校内研修
�　年間指導計画

　関係学校の校長は、県教育委員会及び市町教育委員会の年間研修計画に従い、校内体制に配

慮して、指導教員を中心とする校内研修について、年間指導計画を作成するものとする。

①　基本方針

ア　指導教員を中心とする校内研修は、単独校方式及び拠点校方式共に「研修に係わる時間」

として、週１０時間以上（年間３００時間以上）行い、「学校の実情に基づいて行う研修」と

「総合教育センター等における研修と関連付ける研修」を同程度（それぞれ１５０時間程度）

実施するように計画する。

学校の実情に基づいて行う研修総合教育センター等における研修と関連付ける研修

年間１５０時間程度年間１５０時間程度

　初任者の所属する学校の実情に基づ
いて、実践的指導力を中心に行う研修

　総合教育センター等で行う２１日間の研修を、実践的
指導力を中心に、確認・深化・拡充する研修

　インターネットを利用して、初任者が校務と
の両立を図りながら主体的に研修を進め、各講
座の内容に関する知見を深める研修

　とちぎ海浜自然の家における体験を通して、
集団的体験活動の意義を認識し具体的な指導
法について習得するとともに、各学校種間
（小学校、中学校、高等学校、特別支援学校）
の相互理解を図る研修

　初任者の実践的指導
力や使命感、幅広い知
見の養成を目指して、
本県の研修体系に基づ
いて行う研修

　初任者が自主
的・主体的に選
択し、自己の資
質・能力の向上
を図る研修

　社会福祉施設における体験
研修を通して、初任者の知見
を広めるとともに、福祉教育
に対して積極的に取り組む姿
勢を身に付ける研修

　各教育事務所
の実情に基づい
て、計画・実施
する研修

教育事務所
研修

総合教育センター研修

４日

１７日

宿泊を伴う研修日戻り研修

とちぎ海浜自

然の家におけ

る宿泊研修　

２泊３日

社会福祉施設

における研修

１日

eラーニング

研修

１日

選択

研修

１日

基礎的・理論的な

研修　　　　　　

一般研修

１１日
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　ただし、「研修に係わる時間」は、直接指導する時間以外に、事前準備や事後処理、連絡

調整の時間を含むものとする。

イ　研修は、採用から１か年間の授業の進度、学校行事の時期、初任者の教員としての成長

過程に配慮して、適時性、系統性を図るとともに、初任者の意欲を高め、自己啓発力が身

に付くように計画する。

②　内容

ア　研修の内容は、学習指導、学級経営、児童生徒理解、児童・生徒指導、校務分掌等、初

任者の実践的指導力を養うものを中心とするが、適宜、一般教養、地域の学習等を取り入

れることも配慮し定めるものとする。その際、別表１「年間研修項目例」（P．２３）を参考

にする。

イ　「学校の実情に基づいて行う研修」では、初任者が所属する学校の実情（地域性、職員構

成、初任者及び児童生徒の実態等）に配慮する。

ウ　「総合教育センター等における研修と関連付ける研修」では、学校の実情により、総合教

育センター等の研修内容の扱い方に軽重をつけるなどの配慮をする。

エ　中学校においては、「研修に係わる時間」の内１週６時間は教科指導に充てるものとする。

（事前準備や事後処理の時間を含む。）

③　方法

ア　研修は、指導教員による講話（口頭指導）、観察指導、授業研究指導、示範指導、作業指

導、作業点検指導、実技指導及び相談等のいずれか、又は、幾つかの組合せにより行うも

のとする。

　また、校内指導教員がコーディネーター役となり他の教員に研修を依頼することも考えら

れる。

イ　指導教員は、上記の指導のほか、初任者の指導案の事前の検討、観察記録の整理、指導

記録の整理、報告書の作成等、初任者の指導に必要な業務を行うものとする。

　校内指導教員は、コーディネーター役となり、学校の研修状況を拠点校指導教員に伝えた

り、初任者に直接指導したりする。

ウ　研修は、あらかじめ時間割に位置付けることとし、特に初任者複数配置校にあっては、

複数の初任者が同一時間に研修することができるよう工夫する。

　また、状況に応じて他教員の協力を得、合同授業の形態をとるなどの配慮をする。

エ　研修は、その進展に応じて、内容・方法等の改善を図りながら実施する。

④　年間指導計画書及び年間指導報告書

ア　年間指導計画書

�　様式１（Ａ４判、縦長、横書き）により学校長が作成する。ただし「６　研修の成果

と今後の課題」は記入しない。

�　別途通知する期日（５月）までに市町教育委員会宛て提出する。

イ　年間指導報告書

�　年間指導計画書に基づき、研修の実施状況に応じて学校長が作成する。

�　様式は年間指導計画書と同一とする。

�　別途通知する期日（翌年３月）までに市町教育委員会宛て提出する。

ウ　年間指導計画書及び年間指導報告書の提出経路及び提出部数
１部

教 職 員 課→教育事務所→市町教育委員会→学　　　校
３部４部

総合教育センター研修部１部
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　様式１

平成２６年度初任者研修

年間指導　計画書　報告書（小学校・中学校）

 立 学校　　　
 校長 �　　
１　初任者職氏名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　拠点（本務）校
２　初任者研修の方式（どちらかを○で囲む）　　　拠点校方式　 　　　　　　　　　　単独校方式
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　兼務校

３　指導教員等職氏名

４　指導の重点目標
　�
　�
　�

５　校内年間研修計画　　（年間に校内研修を実施する総週数：　　　　　　　週）

�
�
�

学級担任の有無（注１）週担当時数担当教科
（中学校のみ）免許教科氏　　　　　名職 名

（　）学年（　）組教 諭
（　）学年（　）組教 諭
（　）学年（　）組教 諭

（注１）学級担任の有無（学級担任の有無について、下の記号を記入）
・学級担任―有（年組を記入。複式学級担任については学年を記入）
・特別支援学級担任―特　　・副担任―副　　・学級担任なし―無

備　　　　　　　　　　　　考教職
経験
等

（注３）

指導教員
等の別
（注２）

氏　　名職　名
学級担任の有無（注１）週担当

時数
担当教科

（中学校のみ）免許教科主任等の
主な分掌

校　長
教　頭

（　）学年（　）組
（　）学年（　）組
（　）学年（　）組
（　）学年（　）組
（　）学年（　）組

（注２）指導教員等の別（指導教員等について、下の記号を記入）
　　　　拠点校指導教員－○キ　　校内指導教員（コーディネーター）－○コ　　現職教員の指導教員－○
　　　　非常勤講師の指導教員－◎　　　　　指導教員の後補充非常勤講師－●
　　　　初任者の校外研修時の後補充非常勤講師－▲
（注３）教職経験等（指導教員について、下の記号を記入）
　　　　・現職教頭・教諭の場合
　　　　　　教職経験５年以下－Ａ　教職経験６～１０年－Ｂ　教職経験１１～２０年－Ｃ　教職経験２１年以上－Ｄ
　　　　　　再任用の常時勤務者－Ｅ　再任用の短時間勤務者－Ｆ
　　　　・非常勤講師の場合
　　　　　　教職経験なし－Ｇ　臨時的任用等の経験あり－Ｈ　５年未満の正式教員経験あり－Ｉ
　　　　　　５年以上の正式教員経験あり－Ｊ　　退職校長・教頭－Ｋ

時間直接指導総時間数（ａ＋ｂ）
時間ａ一般研修時間数
時間ｂ授業研修時間数（ｃ＋ｄ）
時間ｃ授業参観及び授業研究時間数
時間ｄ指導教員による示範指導時数

※には、かっこ内に直接指導する時間を記入する。

指導教員等を中心とする校内研修の内容
総合教育センター等に
おける研修の内容　　 学校の実情に基づいて行う研修の内容総合教育センター等における研修と関連

付ける研修の内容
（※）日月（※）日月
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�　研修の運営について

①　指導教員の勤務等に関すること

ア　任用期間は、４月１日から翌年３月３１日までの期間とする。

イ　指導教員のうち非常勤講師（後補充非常勤講師）の勤務時間は、年間８１３時間４５分（１日

７時間４５分×週３日×３５週）以内とする。

ウ　初任者の校外研修時の後補充非常勤講師の勤務時間は、年間１２４時間（１日７時間４５分×

１６日）以内とする。

②　校内研修体制の確立に関すること

ア　初任者研修に関して、全教職員が共通理解を図ること

�　全教職員が初任者研修の趣旨や具体的な研修の進め方について話し合う機会を設け、

教職員一人一人が自分の果たす役割について理解し、指導教員を中心に、全教職員が研

修に関わる。

�　年間指導計画は全教職員の共通理解の下に作成する。

�　研修の進行状況を適宜報告し合い、これからの課題、各教職員の果たす役割等につい

て理解を図る。

�　初任者は、教材研究や研修などに時間がかかることが予想されるので、校務運営に当

たって十分に配慮する。

�　初任者が研修のために出張するときには、学習指導やその他の教育活動が円滑に推進

できるように、指導教員を中心とした児童生徒に対する指導体制を確立する。

イ　研修時間の確保を図ること

�　初任者研修に伴い、配置された教員を有効に生かして、初任者や指導教員の週担当時

６　研修の成果と今後の課題
　・
　・

７　週時程表

担　任　等
研　修　に　係　わ　る　時　間代替授

業時数
週　担　当　時　数初任者及び

指導教員等 計他授　業一般研修計道徳学活教科等

放課後６校時５校時４校時３校時２校時１校時研修関係者

月

火

金

※　授業の１単位時間を弾力的に運用する場合及び年間を通じて時間割が一定でない場合は、最も基本となる
もの又は４月当初のものを記入する。

�������������������������������������������������
�������������������������������������������������
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数、校務分掌等の軽減を図り、研修時間の確保を図る。

�　指導教員と初任者の同一の空き時間をあらかじめ週時間割に組み入れて、指導教員が

初任者を直接指導する研修時間を確保する。

�　総合教育センター等における研修の曜日固定を十分考慮し、学校の実情に応じた研修

時間を設定する。

�　指導教員による研修は、校内における全教職員を対象とした現職教育と有機的関連を

図りながら実施することが望ましいが、この現職教育の研修は、初任者研修に含めない。

ウ　指導教員を中心とする指導及び助言の協力体制を確立すること

�　校長及び教頭のリーダーシップの下に、研修の推進体制を組織し、校務分掌に位置付

け、円滑な運営を図る。

�　指導教員が、年間指導計画に従って、初任者に対して指導及び助言できるよう、また

初任者の教育活動等に関する種々の相談に応じられるようにする。

�　年間指導計画に従い、指導教員以外の教員が指導教員と連携しながら、指導教員の職

務を補充して、初任者の指導及び助言に当たれるようにする。

�　指導教員は、指導に携わる教員等との連絡調整を綿密に行い、年間を通して系統的、

組織的な研修を行うようにする。

エ　初任者に対する児童生徒や保護者等の信頼を確立すること

　児童生徒や保護者等に対しては、初任者研修制度について機会あるごとに説明し、初任

者に対する研修が全教職員の協力を得て進められていることが、十分に理解されるよう積

極的に啓発する。

③　代替授業に関すること

ア　代替授業は、指導教員、初任者の校外研修時の後補充非常勤講師が主として当たること

になるが、児童生徒の負担にならないよう代替授業の体制を年度当初の時間割作成で十分

工夫する。

イ　代替授業に当たっては、授業の一貫性を図るため、初任者から指導教員へ、また指導教

員から初任者へ授業の引継が円滑になされるよう引継方法を学校の実情に合わせて工夫す

る。

　特に初任者の校外研修時の後補充非常勤講師の活用ができる場合は、校内指導教員

（コーディネーター）が初任者と後補充非常勤講師の授業の引継を円滑にできるように工

夫する。

ウ　指導教員以外の教員が代替授業を行う場合、小学校においては、できるだけ一定の教員

が常に充てられるように配慮し、また中学校においては、同一教科は同一教員が常に充て

られるよう時間割を工夫する。

④　指導教員に関すること

ア　校長及び教頭は、指導教員が初任者に対して、効果的にまた創意を生かした指導・助言

ができるよう、その職務を明確にする。

　　校内指導教員（コーディネーター）については、校務分掌に明確に位置付ける。

イ　複数配置校の場合には、指導教員のほかに必要に応じて校内で指導に当たる教員を命じ

ることも一つの方法である。ただし、指導教員はあくまでも指導の中心的役割を果たすも

のとする。

ウ　拠点校方式では、拠点校指導教員は週１日（７時間程度）以上、年間３０日（２１０時間程

度）以上を「研修に係わる時間」とする。
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　校内指導教員（コーディネーター）は週２～３日（３時間以上）程度、年間６０～９０日

（９０時間以上）程度、「研修に係わる時間」を計画する。

　拠点校指導教員は、１人配置校では拠点校に週２日勤務し、他の３日は１人配置校を３

校兼務する。また、２人配置校では拠点校に週３日勤務し、他の２日は２人配置校を１校、

または１人配置校を２校兼務する。

エ　非常勤講師が指導教員になった場合は、初任者の研修日や学校行事等を十分考慮して、

勤務日を決めるようにする。（原則として週３日）

オ　指導に当たっては、初任者の個性や経験の状況等に応じて、指導方法や形態を工夫して、

初任者が主体的、自己啓発的に研修できるよう配慮する。

カ　教科指導、児童・生徒指導等の直接の職務内容だけでなく、教師としての人間的な成長

を促すようにするとともに、常に温かい心で初任者と接し、よき相談相手となれるよう配

慮する。

キ　初任者が学年に所属する場合、初任者の所属する学年の学年主任等と連携を密にしなが

ら研修を進めるよう配慮する。

ク　指導教員以外の教員による研修では、研修の一貫性を図るため初任者とともに指導教員

が同席することが望ましい。

ケ　校内研修の実施状況をできるだけ詳細に記録し、指導に役立てられるよう配慮する。

コ　拠点校指導教員が拠点（本務）校に２日以上いる場合、初任者指導に当たらない時間は、

代替授業等を行うことができる。ただし、初任者研修の直接指導が十分に機能できるよう

に、「事前準備」、「事後処理」の時間を確保できるように留意する。

サ　校内指導教員（コーディネーター）と拠点校指導教員間で十分な連絡を取り合い、研修

が円滑に展開できるように工夫する。

⑤　初任者に関すること

ア　初任者は、研修の意義を理解するとともに全教職員の協力にこたえて、研修を最後まで

全うする心構えをもつ。

イ　研修について、その都度記録をとり、その後の研修に役立てる。

ウ　出張や事務処理等で児童生徒との接触時間が不足しがちなので、全教職員の協力を得て、

児童生徒と接する機会ができるだけ多くなるよう配慮する。

エ　初任者には学校の生活に慣れないことなどによる心身の疲労が予想されるので、校長、

教頭及び指導教員は、その状況を十分見極め、著しく負担過重にならないよう十分配慮する。

⑥　指導教員による研修時間の週時程への位置付けに関すること

ア　初任者の研修は、原則として、月１日以上、年間２１日以上が校外における研修、週１０時

間以上、年間３００時間以上が校内における「研修に係わる時間」である。

　指導教員が初任者を直接指導する時間について、週当たり６～８時間を平均とする。授

業のｌ単位時間を弾力化する場合でも、この時間は確保する。

イ　各学校においては、例えば、校内指導教員（コーディネーター）、教頭、教務主任等の授

業時数を調整するなどして、初任者研修が円滑に実施できるよう時間割を工夫する。

ウ　２人配置校では、研修を同一時間に設定するなど指導教員の負担を軽くすることも可能

である。

　また、初任者の個性や成長の度合いを考慮し、週の研修計画を変更するなど、弾力的な

運用に配慮する必要もある。

　校内における研修及び代替授業等の週時程例を次に示す。



－１３－

　平成２６年度用　

週時程例１：拠点校方式における小学校１人配置校（本務校）
　◇注意
　　ア　総合教育センター等における研修日は火曜日。
　　イ　校内における研修日を月曜日（拠点校指導教員による）・水曜日（校内指導教員による）に設定。
　　ウ　校内指導教員は、校内の現職教員。
　　エ　初任者の週担当時数は総合教育センター等における研修日の代替授業時数４時間を含めて２４時間。
　　オ　拠点校指導教員は、週２日拠点（本務）校に勤務し、他の３日は他校（３校）を兼務する。
　　カ　校内指導教員の「研修に係わる時間」は４時間。
　　キ　拠点校指導教員の「研修に係わる時間」は１０時間。

「（教科等名）」 ：初任者や指導教員が行う通常の授業名を記入（「総合的な学習の時間」やクラブを含む）
「授業」 ：指導教員等が初任者の授業を参観する参観授業及び示範授業（初任者担当授業）
「（授業）」 ：授業研究等の授業に関する研修（初任者は空き時間）
「一般研修」 ：学習指導に関する研修等（校内指導教員、拠点校指導教員以外の教職員による研修を含む）
「その他」 ：指導資料の作成等の事前準備や観察・指導記録等の整理等の事後処理
「連絡調整」 ：校内研修や代替授業に関しての連絡調整

※初任者の「教科等」は「（教科等名）＋代替授業＋授業」と「（授業）」の合計である。
※校内指導教員の「教科等」は「（教科等名）」である。
※「研修に係わる時間」は網掛けをしている。
※「研修に係わる時間」の「他」は、「その他」と「連絡調整」の合計である。
※兼務校（①・②・③）における拠点校指導教員の「研修に係わる時間」は合計で１８時間である。

放課後６校時５校時４校時３校時２校時１校時研修関係者曜

学級活動一般研修一般研修（授　業）授　業初任者

月 連絡調整（教科等名）（教科等名）（教科等名）校内指導教員等

連絡調整その他一般研修一般研修（授　業）授　業拠点校指導教員

総　合　教　育　セ　ン　タ　ー　に　お　け　る　研　修初任者

火
（教科等名）（教科等名）（教科等名）連絡調整校内指導教員等

その他その他その他その他拠点校指導教員

代替授業代替授業代替授業代替授業連絡調整後補充非常勤講師

（教科等名）（教科等名）（授　業）授　業（教科等名）初任者

水 （教科等名）（教科等名）（授　業）授　業校内指導教員等

兼　務　校　①　で　初　任　者　指　導拠点校指導教員

（教科等名）（教科等名）（教科等名）（教科等名）道　徳（教科等名）初任者

木 （教科等名）（教科等名）（教科等名）校内指導教員等

兼　務　校　②　で　初　任　者　指　導拠点校指導教員

（教科等名）（教科等名）（教科等名）（教科等名）（教科等名）（教科等名）初任者

金 （教科等名）（教科等名）校内指導教員等

兼　務　校　③　で　初　任　者　指　導拠点校指導教員

担任等
研　修　に　係　わ　る　時　間代替授

業時数
週　担　当　時　数初任者及び

指導教員等 計他授　業一般研修計道徳学活教科等

４年２組担任６４２４２４２２２初任者

教務主任４２２００１３０１３校内指導教員

拠点（本務）校１０６２２００００拠点校指導教員

４０００後補充非常勤講師



－１４－

　平成２６年度用　
週時程例２：拠点校方式における小学校２人配置校（兼務校）
　◇注意
　　ア　総合教育センター等における研修日は、初任者Ａは火曜日、初任者Ｂは木曜日。
　　イ　校内における研修日を月曜日・水曜日（拠点校指導教員による）と火曜日、木曜日（校内指導教員による）に設定。
　　ウ　校内指導教員は、校内の現職指導教員。
　　エ　初任者Ａの週担当時数は総合教育センター等における研修日の代替授業時数４時間を含めて２４時間。
　　オ　初任者Ｂの週担当時数は総合教育センター等における研修日の代替授業時数４時間を含めて２４時間。
　　カ　校内指導教員の「研修に係わる時間」は７時間。
　　キ　拠点校指導教員は、週３日拠点（本務）校に勤務し、２日他校（１校）を兼務する。
　　ク　拠点校指導教員の「研修に係わる時間」は１０時間。
　　ケ　月・水曜日の３校時は、初任者２人が同一の研修を受ける。

「（教科等名）」 ：初任者や指導教員が行う通常の授業名を記入（「総合的な学習の時間」やクラブを含む）
「授業」 ：指導教員等が初任者の授業を参観する参観授業及び示範授業（初任者担当授業）
「（授業）」 ：授業研究等の授業に関する研修（初任者は空き時間）
「一般研修」 ：学習指導に関する研修等（校内指導教員、拠点校指導教員以外の教職員による研修を含む）
「その他」 ：指導資料の作成等の事前準備や観察・指導記録等の整理等の事後処理
「連絡調整」 ：校内研修や代替授業に関しての連絡調整

※初任者の「教科等」は「（教科等名）＋代替授業＋授業」と「（授業）」の合計である。
※校内指導教員の「教科等」は「（教科等名）」である。
※「研修に係わる時間」は網掛けをしている。
※「研修に係わる時間」の「他」は、「その他」と「連絡調整」の合計である。

放課後６校時５校時４校時３校時２校時１校時研修関係者曜

学級活動（教科等名）一般研修（授　業）授　業初任者Ａ

月
（教科等名）（教科等名）一般研修（教科等名）（教科等名）初任者Ｂ

連絡調整（教科等名）（教科等名）（教科等名）校内指導教員

連絡調整その他一般研修（授　業）授　業拠点校指導教員

総　合　教　育　セ　ン　タ　ー　に　お　け　る　研　修初任者Ａ

火

（教科等名）（教科等名）（教科等名）（授　業）授　業（教科等名）初任者Ｂ

（教科等名）（教科等名）（授　業）授　業連絡調整校内指導教員

本　務　校　で　初　任　者　指　導拠点校指導教員

代替授業Ａ代替授業Ａ代替授業Ａ代替授業Ａ連絡調整後補充非常勤講師Ａ

（教科等名）（教科等名）一般研修（教科等名）道　徳初任者Ａ

水
（授　業）授　業一般研修道　徳（教科等名）初任者Ｂ

（教科等名）（教科等名）（教科等名）校内指導教員

その他（授　業）授　業一般研修その他拠点校指導教員

（教科等名）（教科等名）（教科等名）（授　業）授　業（教科等名）初任者Ａ

木

総　合　教　育　セ　ン　タ　ー　に　お　け　る　研　修初任者Ｂ

（教科等名）（教科等名）（授　業）授　業連絡調整校内指導教員

本　務　校　で　初　任　者　指　導拠点校指導教員

代替授業Ｂ代替授業Ｂ代替授業Ｂ代替授業Ｂ連絡調整後補充非常勤講師Ｂ

（教科等名）（教科等名）（教科等名）（教科等名）（教科等名）（教科等名）初任者Ａ

金
（教科等名）（教科等名）学級活動（教科等名）（教科等名）（教科等名）初任者Ｂ

（教科等名）（教科等名）校内指導教員

本　務　校　で　初　任　者　指　導拠点校指導教員

担任等
研　修　に　係　わ　る　時　間代替授

業時数
週　担　当　時　数初任者及び

指導教員等 計他授　業一般研修計道徳学活教科等

５年２組担任６４２４２４２２２初任者Ａ

４年２組担任６４２４２４２２２初任者Ｂ

教務主任７３４００１２０１２校内指導教員

兼務校１０４４２００００拠点校指導教員

４０００後補充非常勤講師Ａ

４０００後補充非常勤講師Ｂ



－１５－

　平成２６年度用　
週時程例３：拠点校方式における中学校２人配置校（本務校）
　◇注意
　　ア　総合教育センター等における研修日は、初任者Ａは火曜日、初任者Ｂは木曜日。
　　イ　校内における研修日を月曜日・水曜日（拠点校指導教員による）と火曜日・水曜日（校内指導教員による）に設定。
　　ウ　校内指導教員は、校内の現職指導教員。
　　エ　初任者Ａの週担当時数は総合教育センター等における研修日の代替授業時数２時間を含めて２０時間。
　　オ　初任者Ｂの週担当時数は総合教育センター等における研修日の代替授業時数２時間を含めて２０時間。
　　カ　拠点校指導教員は、週３日拠点（本務）校に勤務し、２日他校（１校）を兼務する。
　　キ　校内指導教員の「研修に係わる時間」は７時間。
　　ク　拠点校指導教員の「研修に係わる時間」は１６時間。
　　ケ　月・水曜日の３校時は、初任者２人が同一の研修を受ける。

「（教科等名）」 ：初任者や指導教員が行う通常の授業名を記入（「総合的な学習の時間」やクラブを含む）
「授業」 ：指導教員等が初任者の授業を参観する参観授業及び示範授業（初任者担当授業）
「（授業）」 ：授業研究等の授業に関する研修（初任者は空き時間）
「一般研修」 ：学習指導に関する研修等（校内指導教員、拠点校指導教員以外の教職員による研修を含む）
「その他」 ：指導資料の作成等の事前準備や観察・指導記録等の整理等の事後処理
「連絡調整」 ：校内研修や代替授業に関しての連絡調整

※初任者の「教科等」は「（教科等名）＋代替授業＋授業」と「（授業）」の合計である。
※校内指導教員の「教科等」は「（教科等名）」である。
※「研修に係わる時間」は網掛けをしている。
※「研修に係わる時間」の「他」は、「その他」と「連絡調整」の合計である。
※兼務校における拠点校指導教員の「研修に係わる時間」は合計で１２時間である。

放課後６校時５校時４校時３校時２校時１校時研修関係者曜

学級活動（教科等名）一般研修（授　業）授　業初任者Ａ（英）

月
（教科等名）（教科等名）一般研修（教科等名）（教科等名）初任者Ｂ（理）

（教科等名）（教科等名）（教科等名）（教科等名）校内指導教員（理）

その他その他その他一般研修（授　業）授　業拠点校指導教員（英）

総　合　教　育　セ　ン　タ　ー　に　お　け　る　研　修初任者Ａ（英）

火

（教科等名）（教科等名）（授　業）授　業（教科等名）初任者Ｂ（理）

（教科等名）（教科等名）（授　業）授　業連絡調整校内指導教員（理）

その他その他その他その他その他拠点校指導教員（英）

代替授業Ａ代替授業Ａ連絡調整後補充非常勤講師Ａ

（教科等名）道　徳一般研修（授　業）授　業初任者Ａ（英）

水
（教科等名）（授　業）授　業一般研修（教科等名）初任者Ｂ（理）

連絡調整（授　業）授　業（教科等名）（教科等名）校内指導教員（理）

連絡調整その他一般研修（授　業）授　業拠点校指導教員（英）

（教科等名）（教科等名）（教科等名）（教科等名）（教科等名）初任者Ａ（英）

木

総　合　教　育　セ　ン　タ　ー　に　お　け　る　研　修初任者Ｂ（理）

（教科等名）（教科等名）（教科等名）連絡調整校内指導教員（理）

兼　務　校　で　初　任　者　指　導拠点校指導教員（英）

（教科等名）代替授業Ｂ代替授業Ｂ連絡調整後補充非常勤講師Ｂ

（教科等名）（教科等名）（教科等名）（教科等名）（教科等名）初任者Ａ（英）

金
（教科等名）（教科等名）（教科等名）（教科等名）（教科等名）初任者Ｂ（理）

（教科等名）（教科等名）（教科等名）（教科等名）校内指導教員（理）

兼　務　校　で　初　任　者　指　導拠点校指導教員（英）

担任等
研　修　に　係　わ　る　時　間代替授

業時数
週　担　当　時　数初任者及び

指導教員等 計他授　業一般研修計道徳学活教科等
１年３組担任６４２２２０２１８初任者Ａ
３年副担任６４２２２００２０初任者Ｂ
学習指導主任７３４００１５０１５校内指導教員
拠点（本務）校１６１０４２００００拠点校指導教員

２０００後補充非常勤講師Ａ
２０００後補充非常勤講師Ｂ



－１６－

　平成２６年度用　

週時程例４：拠点校方式における中学校１人配置校（兼務校）
　◇注意
　　ア　総合教育センター等における研修日は火曜日。
　　イ　校内における研修日を木曜日（拠点校指導教員と校内指導教員の両方による）と月曜日（校内指導教員による）に設定。
　　ウ　校内指導教員は、校内の現職指導教員。
　　エ　初任者の週担当時数は総合教育センター等における研修日の代替授業時数２時間を含めて２０時間。
　　オ　拠点校指導教員は、週３日拠点（本務）校に勤務し、週１日ずつ兼務校２校に勤務する。
　　カ　校内指導教員の「研修に係わる時間」は６時間。
　　キ　拠点校指導教員の「研修に係わる時間」は６時間。

「（教科等名）」 ：初任者や指導教員が行う通常の授業名を記入（「総合的な学習の時間」やクラブを含む）
「授業」 ：指導教員等が初任者の授業を参観する参観授業及び示範授業（初任者担当授業）
「（授業）」 ：授業研究等の授業に関する研修（初任者は空き時間）
「一般研修」 ：学習指導に関する研修等（校内指導教員、拠点校指導教員以外の教職員による研修を含む）
「その他」 ：指導資料の作成等の事前準備や観察・指導記録等の整理等の事後処理
「連絡調整」 ：校内研修や代替授業に関しての連絡調整

※初任者の「教科等」は「（教科等名）＋代替授業＋授業」と「（授業）」の合計である。
※校内指導教員の「教科等」は「（教科等名）」である。
※「研修に係わる時間」は網掛けをしている。
※「研修に係わる時間」の「他」は、「その他」と「連絡調整」の合計である。
※拠点（本務）校における拠点校指導教員の「研修に係わる時間」は合計で１６時間、他の兼務校における「研修
に係わる時間」は６時間である。

放課後６校時５校時４校時３校時２校時１校時研修関係者曜

（教科等名）（教科等名）一般研修（授　業）授　業初任者（数）

月 （教科等名）（教科等名）一般研修（授　業）授　業校内指導教員（数）

本　務　校　で　初　任　者　指　導拠点校指導教員（国）

総　合　教　育　セ　ン　タ　ー　に　お　け　る　研　修初任者（数）

火
（教科等名）（教科等名）（教科等名）校内指導教員（数）

本　務　校　で　初　任　者　指　導拠点校指導教員（国）

代替授業代替授業後補充非常勤講師

（教科等名）（教科等名）（教科等名）（教科等名）道　徳初任者（数）

水 （教科等名）（教科等名）（教科等名）校内指導教員（数）

本　務　校　で　初　任　者　指　導拠点校指導教員（国）

（教科等名）一般研修（授　業）授　業（教科等名）初任者（数）

木 （教科等名）（教科等名）（授　業）授　業連絡調整校内指導教員（数）

その他その他一般研修（授　業）授　業連絡調整拠点校指導教員（国）

（教科等名）（教科等名）（教科等名）学級活動（教科等名）初任者（数）

金 （教科等名）（教科等名）（教科等名）（教科等名）校内指導教員（数）

他　の　兼　務　校　で　初　任　者　指　導拠点校指導教員（国）

担任等
研　修　に　係　わ　る　時　間代替授

業時数
週　担　当　時　数初任者及び

指導教員等 計他授　業一般研修計道徳学活教科等

１年２組担任６４２２２０２１８初任者

学習指導主任６１４１０１４０１４校内指導教員

拠点（本務）校６３２１００００拠点校指導教員

２０００後補充非常勤講師
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　平成２６年度用　

週時程例５：単独校方式における中学校１人配置校
　◇注意
　　ア　総合教育センター等における研修日は火曜日。
　　イ　校内における研修日を月曜日・水曜日に設定。
　　ウ　初任者の週担当時数は総合教育センター等における研修日の代替授業時数３時間を含めて１７時間。
　　エ　指導教員の代替授業時数３時間。「研修に係わる時間」は１０時間。

「（教科等名）」 ：初任者や指導教員が行う通常の授業名を記入（「総合的な学習の時間」やクラブを含む）
「授業」 ：指導教員等が初任者の授業を参観する参観授業及び示範授業（初任者担当授業）
「（授業）」 ：授業研究等の授業に関する研修（初任者は空き時間）
「一般研修」 ：学習指導に関する研修等（校内指導教員以外の教職員による研修を含む）
「その他」 ：指導資料の作成等の事前準備や観察・指導記録の整理等の事後処理

※初任者の「教科等」は「（教科等名）＋代替授業＋授業」と（「授業」）の合計である。
※「研修に係わる時間」は網掛けをしている。

放課後６校時５校時４校時３校時２校時１校時研修関係者曜

（教科等名）一般研修（授　業）授　業初任者
月

その他その他一般研修（授　業）授　業指導教員

総　合　教　育　セ　ン　タ　ー　に　お　け　る　研　修初任者
火

その他代替授業代替授業代替授業指導教員

（教科等名）（教科等名）一般研修（授　業）授　業初任者
水

その他一般研修（授　業）授　業指導教員

（教科等名）（教科等名）（教科等名）（教科等名）初任者木

（教科等名）（教科等名）（教科等名）初任者金

担任等
研　修　に　係　わ　る　時　間代替授

業時数

週　担　当　時　数初任者及び
指導教員等 計他授　業一般研修計道徳学活教科等

３年副担任６４２３１７０１７初任者

１０４４２３０００指導教員
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６　総合教育センター等における研修
　総合教育センター等における研修は、初任者が学校を離れ、基礎的・専門的内容の研修や各種

の教育的体験を通して実践的指導力と使命感を養うとともに、幅広い知見を得させることを目的

として行うものであり、総合教育センター研修、及び教育事務所研修がある。

�　総合教育センター研修

　総合教育センターがもつ施設と機能を有効に活用し、本県教育施策を十分踏まえつつ、実態

に対応した研修を行うものとする。

　総合教育センター研修では、主に基礎的、理論的なものを中心に行い、その成果を学校に持

ち帰って実践化を試みたり、逆に学校での課題を総合教育センターに持ち寄って、集団で解明

したりするなど、相互に補完して、研修の成果を高めるよう配慮する。

ア　研修日数 １７日

�　基礎的・理論的な研修、一般研修 １１日

�　選択研修 １日

�　ｅラーニング研修 １日

�　社会福祉施設における研修 １日

�　とちぎ海浜自然の家における宿泊研修 ２泊３日

イ　研修日程及び内容

　別表２　平成２６年度初任者研修開催要項による。

ウ　研修方法

�　小・中学校をそれぞれ各２組に編成する。

小学校……Ａ組、Ｂ組

中学校……Ｃ組、Ｄ組

�　研修日は、年間を通して火曜日・木曜日等に設定する。ただし、研修によっては、その

限りでない日もある。

火曜日……小Ａ組、中Ｃ組

木曜日……小Ｂ組、中Ｄ組

　また、宿泊研修は指定された日に行う。

�　研修内容によって、講話、演習、研究協議を実施する。

①　課題研究（中学校）

ア　趣旨

　学校の当面する問題や初任者本人の課題等に応じて、初任者が研究主題を設定し、所属校

の校長や指導教員等の指導を得ながら、問題・課題の解決に主体的に取り組むことで、資質・

能力や自己教育力の向上を図る。

イ　研修日数及び期間

�　・総合教育センター研修（学習指導〈教科班〉において実施） ３日

　・指導教員を中心とする校内研修（総合教育センター等における研修と関連付ける研修）

 ４日程度

�　期間は原則として、総合教育センター研修における学習指導�から�の間とする。

ウ　研究内容

�　課題研究の内容は、日々の教科に係わる教育活動の中で当面する身近な問題や課題等を

十分に検討して、将来にわたって研究が深められるようなテーマを設定する。
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�　研究主題例として、次のようなものが考えられる。

エ　研究方法

�　原則として、課題研究は、総合教育センターの指導主事や所属校の校長及び指導教員等

の指導・助言を受けながら、初任者が主体的に研究する。

�　総合教育センター研修における研修は、次のとおりである。

第３日　学習指導�………課題研究の意義・進め方

第２０日　学習指導�………課題研究の成果や課題の発表

※課題研究の中間報告については教科の実情に合わせて適宜行う。

�　研究計画書、中間・まとめの形式については、研修第３日に指示する。

オ　校内における課題研究実施上の配慮

�　初任者が当面する課題に主体的に取り組み解明できるよう、初任者の状況に応じて、決

められた日数を超えて研修できるような配慮も必要である。

�　学校全体としての研修指導体制を確立し、校長や指導教員等を中心に適宜、指導・助言

に当たるようにする。

�　課題解決を進める中で、校外での施設見学・実習等の研修が必要になった場合はできる

だけ実施できるよう配慮する。

②　選択研修

ア　趣旨

　初任者が自主的・主体的に研修を選択し、自己の資質・能力の向上を図る。

イ　研修期日

　６月から１２月の期間に１日実施する。

ウ　選定要件

�　自主的・主体的に選んで参加するもので、次の機関または団体等が主催する研修や研究

大会等の中から選択する。①から⑤の内容や手続の詳細については、各機関または団体等

の案内を参照する。

①　総合教育センター

　開催要項に示されている研修のうち、専門研修２、専門研修３、生涯学習研修より選

択する。

②　栃木県教育委員会、各教育事務所、各市町教育委員会、広域行政事務組合教育委員会、

各教育研究所

③　宇都宮大学及び宇都宮大学教育学部附属幼稚園・小学校・中学校・特別支援学校

④　栃木県小・中学校教育研究会

⑤　栃木県連合教育会

�　初任者の能力、適性等の向上に役立つと校長が判断した場合、�の機関または団体等以

外が主催する研修も認める。ただし、原則として県内のものとする。

・基礎・基本の定着を図る指導の在り方

・学習効果を高める教育機器の活用

・学習の深化を図る発問・板書の在り方

・自発的に学習に取り組ませる課題の出し方

・学習意欲を高める評価の工夫

・思考を深める教材・教具の工夫
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�　選択する研修は、半日以上のものとする。 研修及び研究大会等が２日以上開催される

場合、全日程に参加することが条件である。 その際、校長の判断により、１日は選択研修

として、残りの日数は校内研修として位置付けることもできる。

エ　留意点

�　初任者は、校長と協議の上、選択研修先を選定する。

�　総合教育センター研修の期日との重複を避ける。

オ　研修手続及び報告書の提出

�　研修の手続は、校長の命令を受けて、各学校が行う。

�　選択研修終了後、校長は、２週間以内に、初任者から提出された選択研修報告書（様式

は、初任者へ事前に配布する）を確認し、総合教育センターに１部を提出し、市町教育委

員会に２部提出する。

③　ｅラーニング研修

ア　趣旨

　インターネットを利用して、初任者が校務との両立を図りながら主体的に研修を進め、各

講座の内容に関する知見を深める。

イ　研修期日

　夏期休業中に１日実施する。

ウ　会場

　勤務校で受講する。

エ　その他

　受講方法やレポートの提出等についての詳細については、総合教育センター研修の中で説

明する。

④　社会福祉施設における研修

ア　趣旨

　社会福祉施設における体験研修を通して、初任者の知見を広めるとともに、福祉教育に対

して積極的に取り組む姿勢を身に付ける。

イ　期間と日数

�　９月から１２月の間に実施する。

�　指定された期日に１日の研修を行う。

ウ　会場

　県内の社会福祉施設を会場とする。

エ　研修計画

�　研修の計画は、各社会福祉施設の特性や施設・設備等を考慮し、総合教育センターが関

係機関・各社会福祉施設と協議して決定する。

�　各研修会場への初任者の指定は、各社会福祉施設の受入れ人数等を考慮して、総合教育

センターが行う。

　　２部　　　　　　　　　　　　　１部
学校　������　市町教育委員会　������　教育事務所
　　
　　１部

　������　総合教育センター
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オ　研修内容

　人間尊重の精神を基盤とし、共に生きることの大切さを認識し、社会福祉についての理解

や関心を深め、思いやりの心、協力、奉仕の態度等が育成されるよう内容を構成する。

�　社会福祉施設の機能と役割の理解

�　障害者（児）福祉の現状と課題の理解

�　医療、教育、福祉の連携の在り方の理解

�　障害者（児）の生活実態の理解と介護

�　児童生徒の福祉教育推進のための知識、技能の習得

�　社会福祉施設職員等の職務の理解

カ　研修運営

�　研修の運営は、総合教育センターが各社会福祉施設の協力を得て行う。

�　研修は、体験研修を中心とし、各社会福祉施設職員の指導の下に実施する。

キ　研修実施協議会

　必要に応じて、関係各課（県教育委員会総務課、教職員課、学校教育課、保健福祉部障害

福祉課、総合教育センター）及び NPO 法人　栃木県障害施設・事業協会による研修実施協

議会を開催する。

ク　担当者会議

　研修の内容・運営等について協議するため、各社会福祉施設及び総合教育センターによる

担当者会議を開催する。

ケ　報告書の提出

　研修終了後、校長は、２週間以内に、初任者から提出された社会福祉施設における研修報

告書（様式は初任者へ事前に配布する）を確認し、総合教育センターに１部を提出し、市町

教育委員会に２部提出する。

コ　事前研修

　総合教育センター研修の中で実施する。

⑤　とちぎ海浜自然の家における宿泊研修

ア　趣旨

　とちぎ海浜自然の家における体験研修を通して、集団的体験活動の意義を認識し具体的な

指導法について習得するとともに、各学校種間（小学校、中学校、高等学校、特別支援学校）

の相互理解を図る。

イ　研修期日

　８月４日～８月６日（２泊３日）……Ａ・Ｃ組

　８月６日～８月８日（２泊３日）……Ｂ・Ｄ組

ウ　研修の計画・実施

　とちぎ海浜自然の家において総合教育センターが行う。なお、この研修は初任者研修（高・

特）及び新規採用養護教諭研修と合同で実施する。

　　２部　　　　　　　　　　　　　１部
学校　������　市町教育委員会　������　教育事務所
　　
　　１部

　������　総合教育センター
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エ　研修内容

�　とちぎ海浜自然の家の施設と機能

�　野外活動等の指導法

�　各学校種間（小学校、中学校、高等学校、特別支援学校）の理解と交流

�　その他

オ　事前研修

　総合教育センター研修の中で実施する。

�　教育事務所研修

　教育事務所管内の小・中学校で、先輩が行う授業の参観や授業研究等を通して研修を深める

とともに、管内の新規採用教諭の相互交流を図る。

　①　研修区分

　②　研修方法

ア　学校教育課、総合教育センターとの連携の下に、各教育事務所が作成する計画に従って

行う。

イ　講話、演習、研究協議、実習等を適宜取り入れ弾力的な運営とする。

ウ　教育事務所管内の初任者数を勘案し、日程を工夫したり、グループ等を構成したりして

実施する。

エ　教育事務所及び管内の市町教育委員会の職員が運営に当たる。

　③　研修計画例

ア　小・中学校で、先輩が行う授業の参観例

対　象日数研　　　修　　　内　　　容

初任者・免除者・

新規採用養護教諭
１日

先輩が行う授業の参観（教科、道徳、特活等）

（教育事務所が指定する小・中学校）
ア

初任者・免除者１日初任者の勤務校で行う指導訪問イ

初任者・免除者１日児童・生徒指導（いじめ対応等）ウ

初任者・免除者１日「道徳の時間」の授業づくりエ

午　　後午　　前研修区分

授業参観（道徳）

授業研究

教育事務所長講話

授業参観（各教科）

授業参観（特活）

①－ア
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別表１　平成２６年度年間研修項目例

※　校外における研修項目ごとの目標は、「初任者研修目標・内容例（小・中学校）」（文部科学省

初等中等教育局教職員課、平成１９年２月１６日）を参照しつつ、「新たな教職員の評価制度につ

いて」（栃木県教育委員会、平成１８年３月）を根拠とする。また、「新たな教職員の評価制度

について」（栃木県教育委員会、平成１８年３月）の行動規準の評価区分とする。なお、年間指

導計画書・報告書の作成（「項目」欄のローマ数字は文部科学省が示した年間研修項目例の

区分番号等）については、従前のものと変更はないので、現行のままとなる。

（Ⅰ基礎的素養、Ⅱ学級経営、Ⅲ教科指導、Ⅳ道徳教育、Ⅴ特別活動、Ⅵ児童・生徒指導）

学　習　指　導参　画・経　営意　欲・態　度
時期

教　科　指　導学　級　経　営基　礎　的　素　養

○学習指導の基本
○学習指導案の書き方
　週案の書き方
○教科指導の基礎技術
○授業の参観と実施
○教科における児童生徒理解
○教材研究の進め方
　授業の進め方
○学習評価
　テストの作成と評価の仕方
○機器の活用

○学級経営の意義
○学級経営の内容と方法
○学級経営の留意点
　学級経営案の作成
　学級組織の作り方
　年度当初の学級事務の進め方
　保護者会の進め方
　教室環境設定の進め方
　家庭訪問の進め方
　学級集団の指導の進め方
　１学期の学級経営の評価

○教職員への期待
○教育の課題と教職員研修
　学校経営方針と教育目標
○教員の服務と勤務
○職員団体の認識
○初任者研修について
○教員としての心構えと接遇
○総合的な学習の時間
○人権教育
○特別支援教育
　教育課程
○学び続ける教師の在り方

４　

〜　

７　

月

　教科指導と教育機器の活用
　授業の分析と診断
　○情報教育

　学級経営の診断
　学級経営上の諸問題
　

　学校教育の現状と課題
　学校教育上の諸問題
○とちぎ海浜自然の家の施設と機能
○福祉教育の理解
　○健康教育
　保健・安全・給食指導の進め方
○教育の情報化

夏
季
休
業
期
間

○教材研究と授業の進め方
　個に応じた学習指導の進め方
　授業の参観と実施
○授業研究

　２学期の学級経営の計画
　学級経営上の諸問題
　学級集団の指導
　学年経営と学級経営の関係
　学年会への参加の仕方
　学級通信の作り方
　保護者との面談の進め方
　２学期の学級経営の評価

　学校の組織と運営
　校内組織の在り方
　ＰＴＡの組織と運営
○教育関係法規
○学校事故と責任
　学校事故防止
○福祉教育の理解と体験
　生涯学習と学校教育

９　

〜　
　
　

月

１２

　教材・教具の作成
　年間指導計画の作成
　授業の参観と実施
　授業研究の進め方
　授業の反省と評価

　３学期の学級経営の計画
　年度末の学級事務処理の仕方
　１年間の学級経営の評価と
　次年度の計画

○研修と自己啓発
○１年間の反省と今後の課題１

〜
３
月
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〔注１〕文部科学省年間研修項目例を基に、本県の研修体系を考慮し、研修項目例を設定した。

〔注２〕○印を付した項目は校外における研修項目例、無印の項目は校内における研修項目例である。

児　　童　・　生　　徒　　指　　導
時期

児童・生徒指導特　別　活　動道　徳　教　育

　学習態度の形成の指導

○児童生徒理解

児童生徒の実態把握、児童

生徒理解の方法

○学校教育相談の進め方

　集団指導の技術

　集団指導と個別指導

　教員と児童生徒の人間関係

　児童生徒のほめ方・しかり方

○問題行動に関する事例研究

○特別活動の意義

○特別活動の目標と内容

○特別活動の進め方

　特別活動の全体計画

　学級活動の進め方

　進路指導の進め方

○授業参観と授業研究

　授業参観と授業実践

○道徳教育の意義

○道徳教育の内容と方法

○道徳教育の進め方

　道徳の全体計画

○授業参観と授業研究

　授業参観と授業実践

４　

〜　

７　

月

問題行動の理解と指導の

進め方

○学校教育相談の進め方

　特別活動の指導の要点

○集団宿泊等の指導の実際

　学校行事の進め方

　授業の分析と診断夏
季
休
業
期
間

地域ぐるみの児童・生徒指

導の進め方

　児童・生徒指導の意義と実際

　個別指導の進め方

　問題行動に関する事例研究

校内における児童・生徒指

導体制

　特別活動の実際

　学校行事の指導の実際

児童会・生徒会活動の指導

の実際

　（クラブ活動の指導の実際）

　（小学校）

　特別活動実施上の諸問題

　特別活動指導上の留意点

○「道徳の時間」の進め方

　資料分析

　道徳の指導上の諸問題

　授業参観と授業実践
９　

〜　
　
　

月

１２

　児童・生徒指導の反省と評価

　学校教育相談の進め方

　特別活動の反省と評価

　授業参観と授業実践

　道徳教育の指導計画の作成

　授業参観と授業実践

　授業の反省と評価

１　
〜　
３　
月
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別表２　平成２６年度初任者研修開催要項

　総合教育センター等における研修の日程及び内容等は次のとおりである。

　　※表中の「校種」欄は次のように示してある。

　　小………小学校の教員を対象とする研修

　　中………中学校の教員を対象とする研修

　　免………免除者の教員を対象とする研修

　また、「項目」欄のローマ数字は文部科学省で示した年間研修項目例の区分番号で次のとおりであ

る。

　　Ⅰ基礎的素養　Ⅱ学級経営　Ⅲ教科指導　Ⅳ道徳教育　Ⅴ特別活動　Ⅵ児童・生徒指導

会　　場研　　　修　　　内　　　容
項　

目
組

校　

種

期　　日区　

分 曜月　日

栃木県
教育会館

講話「教職員への期待」
説明「とちぎ教育振興ビジョン（三期計画）」
講話「教職員の服務」
講話「児童・生徒指導の在り方」
説明「初任者研修について」

Ⅰ
・
Ⅵ

小
・
中
・
免

木４／３
第　
１　
日

総　

合　

教　

育　

セ　

ン　

タ　

ー

講話「教員としての心構え」
講話「人権教育の実践」
講話「学級経営�」
講話「学習指導�」
班別オリエンテーション

Ⅰ
〜
Ⅲ

Ｂ
・
Ｄ

小
・
中

木５／１５
第　
２　
日 Ａ

・
Ｃ

小
・
中

火５／２０

講話「学び続ける教師の在り方�」
講話「道徳教育」
講話・研究協議「学習指導�」

・教科指導の在り方①
・課題研究①

Ⅰ
Ⅲ
Ⅳ

Ｃ

中

火６／３

第　
３　
日

Ｄ木６／５

講話「学び続ける教師の在り方�」
講話「道徳教育」
講話・研究協議「学習指導�」

・授業づくりの基礎①

Ａ

小

火６／１７

Ｂ木６／１９

教育事務所の
指定する会場

教育事務所研修「先輩が行う授業の参観」
（教科・道徳・特別活動等）
（教育事務所の別途計画）

Ⅰ
〜
Ⅵ

小
・
中
・
免

６月～１２月
第　
４　
日

初任者の勤務
校

教育事務所研修「指導訪問」
（教育事務所の別途計画）

Ⅰ
〜
Ⅵ

小
・
中
・
免

６月～１２月
第　
５　
日

教育事務所の
指定する会場

教育事務所研修「児童・生徒指導」
（いじめ対応等）
（教育事務所の別途計画）

Ⅰ　
Ⅵ

小
・
中
・
免

６月～１２月
第　
６　
日
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会　　場研　　　修　　　内　　　容
項　

目
組

校　

種

期　　日区　

分 曜月　日

教育事務所の
指定する会場

教育事務所研修「道徳の時間の授業づくり」
（教育事務所の別途計画）

Ⅰ　
Ⅳ

小
・
中
・
免

６月～１２月
第　
７　
日

各研修会場
選択研修
（初任者が自主的・主体的に選ぶ研修）
Ｐ１９・２０を必ずお読みください。

Ⅰ
〜
Ⅵ

小
・
中

６月～１２月
第　
８　
日

総合教育セン
ター

講話「教員のためのメンタルヘルス」
講話「福祉教育の理解」
説明「社会福祉施設における研修」
説明「宿泊研修に関する事前研修」
班別協議「とちぎ海浜自然の家における班活動」

Ⅰ
〜
Ⅵ

Ａ
・
Ｃ

小
・
中

火７／１
第　
９　
日 Ｂ

・
Ｄ

小
・
中

木７／３

とちぎ海浜
自然の家

《宿泊研修》
実習「とちぎ海浜自然の家における宿泊研修」

Ⅰ
〜
Ⅵ

Ａ
・
Ｃ

小
・
中

月
〜
水

８／４～６第　

・　

・　

日

１０

１１

１２ Ｂ
・
Ｄ

小
・
中

水
〜
金

８／６～８

初任者の勤務
校

《eラーニング研修》
eラーニング「健康教育」
eラーニング「教育の情報化」

Ⅰ　
Ⅴ

小
・
中

夏季休業中
第　　
　
日
１３

総　

合　

教　

育　

セ　

ン　

タ　

ー

講話「教育関係法規」
講話「児童生徒理解とカウンセリング・マインド」
演習「カウンセリングの基礎」
研究協議「学級経営�」
　　・児童生徒理解

Ⅰ
Ⅱ
Ⅵ

小
・
中

金８／２２
第　　
　
日
１４

講話「総合的な学習の時間」
講話・研究協議「学習指導�」
　　・授業づくりの基礎②
講話・研究協議「学習指導�」
　　・授業づくりの基礎③

Ⅲ

Ａ

小

火９／９

第　　
　
日
１５

Ｂ木９／１１

講話・研究協議「学習指導�」
　　・教科指導の在り方②
講話・研究協議「学習指導�」
　　・初任者が行う教科の授業・教材研究①

Ⅲ

Ｃ

中

火９／１６

Ｄ木９／２５

県内
社会福祉施設

実習「社会福祉施設における研修」
（各社会福祉施設の別途計画）

Ⅰ
小
・
中

９月～１２月
第　　
　
日
１６
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会　　場研　　　修　　　内　　　容
項　

目
組

校　

種

期　　日区　

分 曜月　日

総　

合　

教　

育　

セ　

ン　

タ　

ー

講話・研究協議「学習指導�」
　　・授業づくりの基礎④
講話・研究協議「学習指導�」
　　・教科指導の在り方①

Ⅲ

Ａ

小

火１０／２１

第　　
　
日
１７

Ｂ木１０／２３

講話・研究協議「学習指導�」
　　・初任者が行う教科の授業・教材研究②
講話・研究協議「学習指導�」
　　・初任者が行う教科の授業・教材研究③
　　・課題研究②

Ｃ

中

火１０／２８

Ｄ木１０／３０

講話・研究協議「学習指導�」
　　・教科指導の在り方②
講話「幼保小の連携」
講話・研究協議「学級経営�」
　　・学業指導の充実

Ⅰ
〜
Ⅲ

Ａ

小

火１１／４

第　　
　
日
１８

Ｂ木１１／６

県内中学校

《学校会場授業研究》
参観・研究協議「学習指導�」
　　・初任者が行う教科の授業・授業参観
　　・授業研究会
講話・研究協議「学習指導�」
　　・教科指導の在り方③

Ⅲ

Ｃ

中

火１１／１８

Ｄ木１１／２０

総　

合　

教　

育　

セ　

ン　

タ　

ー

講話「特別支援教育の理解」
講話「学校事故と責任」
講話・研究協議「学び続ける教師の在り方�」
【小学校のみ】
講話・研究協議「学習指導�」
　　・教科指導の在り方③
【中学校のみ】
講話「総合的な学習の時間」
講話・研究協議「学級経営�」
　　・学業指導の充実

Ⅰ
〜
Ⅵ

Ａ
・
Ｃ

小
・
中

火１２／２

第　　
　
日
１９

Ⅰ
〜
Ⅵ

Ｂ
・
Ｄ

小
・
中

木１２／４

講話・研究協議「学習指導�」
　　・選択教科Ⅰ
講話「特別活動」
講話・研究協議「学習指導�」
　　・選択教科Ⅱ

Ⅲ
Ⅴ

Ａ

小

火１／２０

第　　
　
日
２０

Ｂ木１／２２

講話「特別活動」
講話・研究協議「学習指導�」
　　・教科指導の在り方④
講話・研究協議「学習指導�」
　　・課題研究③

Ⅲ
Ⅴ

Ｃ

中

火１／２７

Ｄ木１／２９
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　付記

�　第４日～第７日の期日及び会場等については、各教育事務所から、追って通知される。

�　第１６日の期日及び会場は追って通知する。

�　第１８日の中学校の会場については、受講者が所属する教科班によって異なるので、会場は

追って連絡、説明する。

�　第２日、第３日、第９日、第１０日～第１２日、第１５日、第１７日、第１８日、第１９日、第２０日の

期日については、組によって異なるので、期日をよく確認すること。

�　学習指導�～�及び学級経営��については、班ごとに配布される計画書のもとに行い、

内容等の入れ替えがある場合は、担当より説明する。

会　　場研　　　修　　　内　　　容
項　

目
組

校　

種

期　　日区　

分 曜月　日

総
合
教
育
セ
ン
タ
ー

班別発表「成果と課題」

研究協議「私の目指す教師像」

説明「教職２～５年目研修について」

講話「閉講に当たって」

Ⅰ
〜
Ⅲ

小
・
中

火２／１０
第　　
　
日
２１
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